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経済学研究 33-2
北海道大学 1983.9

地代への課税による地域的公共財の資金調達骨

一一-HenryGeorge Theoremをめぐって一一

平津亨輔

はじめに

公共支出の資金調達を地代への課税によりお

こなうとLづ主張は，古くから HenryGeorge 

によって提唱されてきたことである1h彼の主

張は，地代への課税は資源配分にかんして中立

的であるという点にその論拠をおいていた。こ

のような資源配分の中立性の観点からではな

く，いくつかの別の観点からも土地あるいは地

代への課税による公共財の費用の資金調達は支

持されうる。例えば，ある地域における公共財

或いは公共サービスの供給の増加がその地域の

地代の上昇をもたらし，土地の所有者にその利

益が帰属するならば，その利益の全部或いは一

部を税として徴収するのは理に適ったことであ

る。 Oates(9)は，小学校の供給が，近隣の住

宅の価値を上昇させ，その上昇がかなり大きな

場合には，財産税による住宅の価値の減少を上

回る価値増大をもたらすとし、う実証研究をおこ

なっている。

さらに，都市或いは，地域の最適規模の観点

から，地域的な公共財の資金調達が地代に対す

る課税によって行ないうることを示した議論が

ある。この議論は， Flatters = Henderson = Mie・

勢本稿を執筆するにあたって，北海道大学経済学部
の小林好宏，内田和男，永田信の諸教授から有益なコ
メシトをいただし、た。ここでこれらの方々に感謝の意
を表したい。しかし，本稿ににおける誤りのすべての
責任は筆者にある。
1)これより先に Walrasは，土地を国有化し，国有
地の地代から財政支出をまかなうことを主張し
た。また HenryGeorge自身は地代への単一税
(single tax)によって財政支出をまかなうことを
提唱した。

zkowski (4) (この後，F=H=Mと略す。)を

鳴矢とし， そののち Henderson(5)， Arnott 

(1)， Arnott=Stiglitz (2)， Kanemoto (7)等

の人々により都市経済学のフレームワークの中

で議論された。これらの議論においては，政府

が農地の地代を上回る都市の地代(差額地代)

を徴収することが可能ならば，住民の効用を極

大にする人口においては，地代収入は，地域的

公共財の供給に要する費用と等しくなることを

証明した。この定理は，彼らによって Henry 

George Theoremとよばれた。

本稿においては，この HenryGeorge Theo-

rem を基礎において， 公共財への支出と (差

額)地代の関係について論じ，さらに地代への

課税による公共財の資金調達の有効性について

議論する。

本稿の構成は以下のとおりである。第一節に

おいて，F=H=M (4)の論文にもとづいて

Henry George Theorem (以下 HGTと呼ぶ)

の本質的な性質が明らかにされる。次に，第二

節では， Henderson (5)や Kanemoto のモデ

ルにもとづいて，都市経済学からのこの問題へ

のアプローチが紹介される。そこでは，一都市

のみが分析の対象としてとりあげられ，都市の

最適規模(人口)において HGTが成立するこ

とが示される。第三節では， Kanemoto (7)の

モデルにもとづいて，その便益が非常に狭い範

囲にしか及ばない局地的な公共財 (extremely

local public goods) について HGTが成立す

ることを示す。第四節では農地の地代を上回る

都市の地代(差額地代)のすべてを政府の収入

とするのではなく，その一部を政府の収入とす
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るケースにおいて第二節の結論(とりわけ都市

の最適規模)がどのように修正されるかが問題

にされる。これは一つの分配問題でもある。

第五節では，今までの一都市モテ、ルから二地

域モデルに問題をうつし，地域間の人口移動を

考慮に入れた場合に HGTは成立するかどう

か，また公共財の資金調達は地代からの収入に

より可能かどうかが検討される。この節におい

ては， Fiscal Externality も重要な問題として

検討される。

以上がこの論文の構成である。

第一節 Henry Geoyge Theorem とその

意味

本節においては，F=H=M (4)のモデ‘ルを

若干修正したモデ、ルを用い， HGTを簡単に紹

介するとともに，この定理が意味するところを

明らかにする。

議論の前提としてまず面積一定の土地を考え

る。この地域の土地は，すべて生産に用いられ

ると仮定し，住宅地域は考えなし、。この社会に

は地主と労働者が存在すると仮定する。この地

域の土地はすべて地主が所有しているが，彼ら

は不在地主であり，この地域には居住しないと

する。地主は，労働者を賃金を支払って雇う。

賃金を支払ったのちの余剰の生産物は，その地

域の政府に納める税と自己の所得に分けられ

る。政府は，地主に土地ー単位当り九の地代

を残して残りの余剰の生産物を税として徴収

し，それを公共財の供給に充てるO 政府は，地

代からの税収によって，公共財の費用をまかな

えないならば労働者からも定額税の形で税を徴

収する。

労働者は，地域聞を移動コストをかけること

なしに自由に移動可能であるとする。労働者数

は N で示す。この社会には私的財と純粋公共

財の二つの財が存在すると仮定する。私的財は

ニュメレール財で、あり，また純粋公共財として

そのまま用いることが可能で、あるとする。生産

要素は土地 (L;面積一定) と労働者であると

仮定すると，私的財の生産関数は，

F=F(N; L) (F=立>O，FNN=自 <0)
¥ l' = oN/v， l' NN= ON2<-"'v I 

一(1. 1) 

とあらわすことができる。労働者の犠好はすべ

て等しいと仮定し，その私的財の消費量を C，

公共財の消費量を P であらわすと，労働者の

効用関数 Vは

ITT av ¥ 
V=V(C， P)， (Vo=ー >0，Vp>O) ¥VO-oC/v， YP/V) 

一(1，2) 

となる。

地主は，他の地域に居住するために，この地

域の公共財からは何の便益もうけず，また受け

取る地代も一定額であるので，その効用水準は，

労働者数や公共財の供給量にかかわりなく一定

であると考えられる。したがって，以上の前提

のもとで労働者の効用を極大化することは，効

率的な資源配分をもたらすと考えることができ

る。

資源制約式を

F(N; L)=P+NC+RaL 一(1，3) 

とおき， (1， 3)式のもとで，労働者の効用を極

大化するためのラグランジュ式をつくると

φ=V(C，P)ー A{F(N; L)-P-NC-RAL} 

となる。これを， C， P， Nで偏微分し，極大化

の一階の条件を求め整理すると，次の二式をう

る。

NY;竺=1
V 0 

一(1，4) 

FN-C=O 一(1，5) 

(1， 4)式は， Samuelsonの公共財の最適供

給に関する条件である。 (1，5) 式はこの地域

における最適な労働者数¥，¥¥，、かえれば最適な

人口の条件である。

この (1，5)式は，次のように解釈できる。

FNは，この地域における労働者の限界生産力

であり，限界便益である。しかし，労働者は，こ

の地域において生産された財を消費する。これ

がCであり，労働者の限界費用である。 (1，5) 

式は，この限界便益と限界費用が一致する労働
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者数が労働者の効用を極大にする最適な人口で

あることを示している。より具体的に述べるな

らば，労働者がこの地域に転入することにより，

生産物の増加がもたらされる。それは，その地

域の公共財の供給と新たに加わった労働者の私

的財の供給に充てられる。新たに加わった労働

者への私的財の供給は，他の労働者の効用水準

に何の効果も及ぼさなし、。しかし，公共財の供

給はすべての労働者の効用水準を高める。した

がって，新たな労働者の転入が生じるさいに，

労働者の限界生産物がその私的財の消費量を上

回る余剰を生み出すならば，それを公共財の供

給に充てるなどして平均的な労働者の効用を高

めることができる。この余剰があるかぎり，こ

の地域の労働者の増加はその効用を高める。

または， 5) 式は， 次のようにも解釈でき

る。仮に賃金 ω が限界生産力に等しくきまる

ならば FN=ω となり， (1， 5)式は，

ω=c 一(1，6) 

となり，最適な人口では一人当りの賃金と消費

は等しくなる。つまり労働者は賃金をすべて消

費し，公共財の費用を負担する必要はなし、。し

たがって公共財への支出は，地主の地代収入か

らまかなわれればよいことになる。

以上が，F=H=M (4)が述べた結論であ

る。 Arnott(1)らはこの定理を HenryGeorge 

Theorem (以下では HGTと略す。) と名づけ

た。次に本稿では， HGTを Henderson(5)， 

Arnott = Stiglitz (2) らの都市経済学のモデル

の中で展開する。

第二節都市の最適規模と HenryGeorge 

と Theorem

本節では， HGTを都市経済学のフレームワ

ークの中で分析した Arnott(1)， Arnott = 

Stiglitz (2)， Henderson (5)， Kanemoto (7) 

の議論を Hendersonのモテ、ノレを中心にして紹

介し，さらに分析を深める。

本節では，以下の前提のもとに議論がすすめ

られる。

(1) この社会は，多数の都市と農村から

なると仮定するO 都市は中心に生産活動ある

いは商業活動を行なう地域 (centralbusiness 

district.以下では CBDと略す。)をもっ。労

働者は，この住宅地域から CBDへ通勤する。

(2 ) 住民は，労働者と資本家と地主からな

る。労働者はより高い効用を求めて地域聞を移

動し，自分が働く CBDの周りの住宅地域に居

住する。資本家はより高い収益をもとめて資本

を移動させる。しかし，その居住地域はその資

本が投下される地域と同じであるとは限らな

い。資本家は CBDに通勤する必要はなく，農

村に住むと仮定する。本稿では，都市の最適人

口の問題を考えるにあたって資本家の人口はご

く少数であると考えて無視する。

(3 ) 地主は，都市の土地も含めてすべての

土地を保有している。議論の単純化のため地主

はすべて農村に住むと仮定する。

(4) 各都市には，都市政府が存在し，租税

を徴収し，公共財を供給する。また政府は，土

地の独占的需要者として地主から農地の地代と

等しい額の地代で土地を借り受け，市場で労働

者と企業に賃貸すると仮定する。この仮定は，

地主の所得を一定におさえ，その効用を一定に

保つための仮定でもある。

(5 ) 労働者はすべて均質の労働力をもっO

また労働者の噌好はすべて等しく，労働者の効

用は，私的財の消費量，住宅の消費量，公共財

の量に依存する。私的財は，X財のみでありニ
ューメレール財で、もある。

(6 ) 住宅サービスの消費量は，労働者の居

住する土地の面積によって示される。それは，

CBD の中心からの距離によって異なり距離を

U で示すと， 一人当りの土地の面積は l(u)で

示される九同様に労働者一人当りの私的財の

2)住宅サーピスのあらわし方は，この他に，住宅へ
の資本の投入を認めて，h (l， k)とあらわす方法
がある。ここでは結論に違いがないので，この方
法はとらないことにした。 Wheaton(11)によれ
ば，本稿で用いた表現の方法は，単一家族の住宅の
場合によくあてはまり，h (l， k)によるあらわし
方は高層アパートなどによくあてはまるという。



1983.9 地代への課税による地域的公共財の資金調達 平津 41 (207) 

消費量も x(u)で示される。

(7) CBD内では，企業によって X 財の

生産がおこなわれる。 CBDにおける生産関数

は， CBD内の資本を K，土地を L，労働者数

を Nで示すと，
F=F(N， L， K) -(2， 1) 

である。この生産関数は，一次同次であり，す

べての生産物は，政府，労働者，資本家，地主

に分配され，利潤 πは存在しないと仮定する。

ωを労働者の賃金，PK を資本サービスの価格，

R(u) (O~u::;:'uo) を CBD 内の地代とし ， u。を

中心から CBDと住宅地域の境界までの距離と

すると，

F(瓦 L，N)=ωN+J:oR(u)ゆ(u)du+PKK 

一(2，2) 

で示される。

(8 ) すべての土地は均質であると仮定す

る。

( 9) 労働者は，住宅地域から CBDまで通

勤する。このコストは，

f=f(u) f'>O 一(2，3) 
で示され，距離が大きくなるにつれて通勤コス

トも高くなる。

(10) 都市の土地の面積は，u地点において

件(u)ので、示される。都市の中心から住宅地域と

農業地域の境界を u1 で示すと，この都市の面

積は，

j工:
CBDの面積は，

j:O!T(u)du 

住宅地域の面積は，

j〉(仰
で示される。

一(2，4) 

一(2，5) 

一(2，6) 

(11) 公共財 P の生産における限界費用は

3)この通勤コストは住宅地域の地代の決定にさいし
て重要な要素としてはたらく。
4)この土地の面積は，都市が円形の場合には，o (u) 
=2πu，六角形の場合にはゆ (u)=6uとなる。

常に一定で X 財ー単位であると仮定する。

(12) 政府は，公共財の供給にあたって，その

財源を地代収入と労働者への定額税によってま

かなう。公共財の供給は，人口の増加・減少に

おうじて政府によって調整され，つねに効率的

資源配分がもたらされるように行なわれると仮

定する九政府の予算制約式は，公共財の供給量

を P，定額税(マイナスは政府から住民への定
額の補助金)を Tで示すと，

P=j7(R(u)一品)仰)伽+Nτ ー(2，7) 

とあらわされる。

以上の前提のもとで議論がおこなわれる。な

お，本稿で都市の最適規模というときには，都

市における最適な人口を示す。

次に各主体の行動を検討する。 U 地点に住む

都市の労働者の効用関数は次のように定義され

る。

V(u) = V(x(u)， l(u)， P) 一(2，8) 

(UO<O二We三u1)

労働者の予算制約式は，

ω=x(u)十R(u)l(u)+ f(u) -'f 

(UO::;:'U三二uj) 一(2，9) 

であらわされる。 (2，9) 式の制約のもとで，

(2， 8)式を x(u)，l(u)で偏微分し，効用極大

化のための一階の条件を求めると，

EL=R(u) 一(2，川
VX  

(V一年)z一δiJ
これは，個人の効用極大化によってもたらさ

れる。次に企業の行動を考える。生産関数は一

次同次であるから，企業の数を m，各企業が雇

用する資本を k，労働者数を n，土地の面積を

Jで示すと，

F(K， L， N)=mF(k， 1， n) 

であり，利潤を πとおくと，

一(2，11) 

π=F(k， 1， n)ー(ωn+Pkk+R(u)l) 

5)この場合に都市政府は，住民の選好をゼロに近い
情報コストを得ることができる全知全能の政府で
あることを仮定している。また公共財は，その供
給量をすみやかに調整できると仮定する。
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となる。利潤極大化の条件を求めると，

Fk=Pk 

Fn=ω -(2， 12) 

FI=R(u) 

となるの。

資本家は外生的に与えられた資本サービスの

価格 Pkで支払いをうける。資本家は農業地域
に居住し，資本家が支払う地代は農業地域の地

代に等しくつねに一定である。また X 財の価

格も外生的に与えられるので資本家の効用は一

定である。同様に地主も農村地域に居住し，そ

の地代収入も一定に抑えられているのでその効

用は一定である。

以上の前提のもとで効率的な資源配分の条件

を求める。労働者の効用を極大化するラグラン

ジュ式は次のように書ける。

]=Vo 

十j:;A1(叫{V(x(u)，l胤 P門)一Vう
一(但2，13， 1) 

+ん{J::N(仰 -N}ー(2，は 2)

十 J33(u)(仰 )-I(u)N(州 u

一(但2，13， 3司) 

+ ん吋ω{υJ:oゆ仰(似u)du一L} 一(但2，は 4心) 
十什叫ベ』ん吋5イ(ドF(ιμL，N川)一工ι:〉(刈仰桝u叫)+1六μ刷刷(似例附u叫州)日) x 
N川州州(伊例u叫仰)

一(ρ2，13， 5) 

(広 13，1)項は，この都市のすべての地域に

おいて労働者の効用が等しくなることを示した

式である。 (2，13， 2)項は，住宅地域に居住す

る労働者数である (2，13， 3)項と (2，13， 4) 

項は，住宅地域と CBDの企業に利用される土

地の制約式である。 (2，13， 5)式は， 資源制

6)この場合に，生産関数は CBD内のどの地点でお
こなってもかわらない。したがって， CBD内の
地代はどの地点においても等しく ，R (u)は一定
である。 Henderson(5Jは， CBD内の地代曲線
を， CBD の中，L'~こある市場への輸送費用をモデ

ノレにいれて導き出している。

約式である。

このラグランジュ式を，x(u)， l(u)， K， L， 

N(u) ， u1， P， N で偏微分し，極大化の一階の条

件を求めて整理すると， (2， 10)式と (2，12) 

式の他に次の三式が求められる。

j ulYEN(u)du=1 一(2，叫
UO V X 

F N-í~.!..l(u) + x(u)十f(uH=O 一(2，問、yx
{R(u1)-Ra}ゆ(u)=O 一(2，16) 

また (2，10)式より，競争市場においては，

Vr/V x=R(u)， (2， 12)式より ，FN=ω である

から， (2， 15)式は，

ωー {R(u)l(u)+ x(u) + f(u)} =0 一(2，17) 

となる。 (2，14)式は， Samuelsonの公共財の

最適供給に関する条件である。 (2，16)式は，

都市の最適な外周を示す条件である。 (2，15) 

式は，都市の最適な人口(規模)を示す式であ

り，前節の (1，5)式と本質的に異ならなし、。

(2， 17)式の両辺に N(u)をかけ，u。から u1

にかけて積分し，(2， 2) 式と資源制約式 (2，

13， 5)項を用いてとくと，

P=J工:7h戸l(R滴(侭何R(仰剛(似例u叫)ト一ι)沙併仰(似例u刈仰)
が求められる。これは，政府の予算制約式(2，7) 

式の定額税(補助金)の項 Tがゼロであり，公共

財への支出が地代収入のみによってまかなえる

ことを示している。 (2，18)式の右辺の括弧内

は u地点の都市の地代から農業地域の地代を

さしひいたものであり，差額地代である。 (2，

18)式は，都市の最適規模において，政府の差

額地代収入が地域的公共財の支出に等しいこと

を示している。以上のことからこのモデ、ルにお

いても HGTが成立することが示された。

次に人口と地代の関係について述べる。この

問題についてはすでに Arnott=Stiglitz(2) 

によってとりあげられている。 Arnott= Stiglitz 

は都市の人口の増加が地代収入の増加をもたら

すことから次の関係が成立することを証明し

た7)。

7)このことは次のようにして証明できる。ラグラ γ
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N三N* のとき P~I~\R(u)-ι)仰)伽
(複号同順) ー(2，19) 

(2， 19)の式は，任意の公共財の供給量 P

に対して，最適人口 Nネ未満の人口の都市では

差額地代からの収入は，公共財の費用をまかな

うには十分ではなく，住民から定額税を徴収し

て収入の不足を補う必要があり ，N*以上の人

口では，政府は地代収入のみによって公共財の

費用をまかなうことができることを示してい

る。そのさいに政府収入の余剰は，補助金とし

てすべての労働者に均等に分配される。

ところで，以上の Arnott= Stiglitzの分析に

おいては P は一定であるとし寸前提がおか

れている。しかし，政府は人口の変化に伴って

公共財の供給量を変化させることが考えられ

る。本稿では，政府は消費者の選好を情報費用

をかけることなく知ることができ，得られた情

報をもとに，公共財の供給量を人口の変化にと

もなってすみやかに調整できると仮定した。こ

の仮定のもとにおいては (2，19) 式の関係が

成立するかどうかは一つの重要な問題である。

この関係が成立することは， Fig 2-1を用い

ジュ式を P と L でそれぞれ二回にわたって偏
微分すると，極大化のための二階の条件より，

;芸=-As(み(j:;ZMM)du))<o-(A1)
EE=-11FJVJV--L(伽)+的)l(M))!dN2--"5 l.L H .lV aN\~'''''/' ~~， ~vr ，"w// J 

<0 -(A. 2) 

-25 >0より

FNN一品(x(u)+仰 )1(u))<O -(A. 3) 
(2. 17)式より，N=.N*のとき
FNー (R(u)l(u)十x(u)+f(u)J=O

であるから， (A. 3)式より

川三Nのとき
FN-(R(u)l(附 x(叫)十六u)J言。
(複号同l瞭〕 ー (A4) 

(A.4)式は，本文で用いた方法を用いて計算す
ると

N全N のとき
PミJ:1ぽ(u)-Ra)仰 )du
となる。〔証明終〕

一(A.5)

p p4!-ーーーーー・ーーーー・ーーーーーー自

p1 

Fig.2-1 Nl N事 N2 N 

V(N) 

V(N) 

Fig.2-2 N 

て次のようにして明らかにできる。 Fig2-1の

PoPt 曲線は，(2， 14)式を満す P と Nの組

み合わせを示す。つまり任意の N に対して労

働者の効用を極大化する公共財の供給量 Pを

示している。 Nリt曲線は， (2， 15) 式を満た

す N と P の組み合わせを示す。すなわち任

意の Pのもとで効用を極大化する Nを示して

いる。一般に人口の Nの増大とともに，Pは

増大するから P。μ 曲線の傾きは正であると仮

定できる。この仮定のもとで，二階の条件より

NOP1 曲線の傾きは正であり，その傾きは P。μ

曲線の傾きより大きくなるの9)。したがって Fig

めこの証明は以下のとおりである。本稿では，効用
関数を次のように定義した。
V(u)= V(x(u)， l(u)， P) 一(A.6)

予算制約式 (2.9)式より，間接効用関数をもとめ
ると，
V(u) =穴R(u)，ω-f(u)ー τ，P) -(A. 7) 

ここで，-r=P一J凡:?帆(Ku℃FアRιω抑aρ岬川)冶件
l切只4そ〔切例u的)=V穴(R(似例u的)， ω帆，u夙，u的1>N， P丹〉 一(仏A.8的) 
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2-1のような図にして示すことができる。二本

の曲線の交点 E は，労働者の効用を極大にす

る点である。 PぺN水は，最適な公共財の供給
量と労働者数を示している。

ところで N酬曲線は一定の P のもとで公

共財への政府支出と地代からの収入が一致する

N を示した曲線である。 これはいし、かえるな

らば，一定の N のもとで地代からの収入によ

り供給しうる公共財の最大量を示した曲線が

NOP1 曲線であるということである。これに対

して Poμ 曲線は，一定の N のもとでの最適
な公共財の供給量を示す。 Fig.2-1において，

E点の左側の N(たとえば N1) においては，
P。μ 曲線が NOP1曲線の上にある。 (P2>P1)

このことは，効率的な公共財の供給が政府によ

っておこなわれるならば，地代からの収入によ

って，その費用はまかなわれないことを示す。

これに対して E点より右側の点 (N2) では，

NOP1曲線が P。μ 曲線の上にある。 (P4>P3)こ

となる。また ω は，N とLと K との関数で
あり，

よ=s ~o件(u)du であるから，
ω=ω(N， Uo K) ー (A.9)

となる。これを， (A. 8)式へ代入して，
V(u) = V(R(u)，N， K， uO， uj， P) ー(A.10) 

となる。さらに土地への需要はロイの公式より
R .__ av 

l(u)=一元 (Vyー 〉-a(ω-r-f(u) 

=1(R(u)， N， UO， uh P) ー(A.1l) 

となる。また，

hf;;Nゆ)du
(Ul <t(n) 
= J uol (R(u)， ;;'，\~凶 ，P， KJ du -(A， 12) 
=G(uo， uh N， R(u)， P， K) 

これを R(u)についてといて，

R(u)=R(uo， u1， N， P， K)一(A.13) 

これを(A.10)式へ代入して，
V(u)=V(N， UO， Uh P， K)ー(A.14) 

(A. 14)式において， U01 Ub K，は一定である

と仮定すると，
V(u)= V(N， P) ー (A.15) 

VN=(aVjaN)=Oは，本文の (2. 16)式であり，

VP = (dVjap) = 0は (2. 15)式である。 Poμ 曲線

の傾きは，

(立)-h
dN)p一一VPP

NOPI曲線の傾きは，

こでは，地代からの収入が最適な公共財の供

給に必要な費用を上回る。以上のことから政府

がつねに公共財の供給量を人口の変化に対して

調整し，労働者の効用を極大化する政策をとる

場合においても，最適な労働者数以下では政府

の地代収入は公共財の費用をまかなうことがで

きず，それに対して最適な労働者を超える場合

においては地代収入は公共財の費用を上回ると

いう関係が成り立つ。

ところで人口の変化に応じて公共財の供給量

(dP VJVN 

)一一dNJN- VNP 
VNN<O. VPP<Oであるから， (25)p>0であ
ると仮定すると，すなわち公共財の供給量は，人口

の増加とともに増大すると仮定すると，VNP>O 
である。このこつの傾きの差は，

(~~L-(~~t= -V，'NNVPP+ (VNP)2 
万 )N-¥dlY)p VNP VPP 

-(A. 16) 

極大化の二階の条件より，ヘッセ行列式は，
IVpPVII1P! 

=lv;~v;~I= VPPVNN一(VPN)2>0

一(A.17) 

(A. 17)式と，VPP<O， VPN>Oより， (A. 16) 

式は正となる。したがって NOμ 曲線の傾きは，

POql曲線傾きより大きくなる。
のしかし，この関係は，公共財の需要量が人口の増

加とともに減少するケースにはあてはまらない。

このことは， (注8)の仮定である。 VNP>Oを，
VNP<OとおきかえればよL、。このとき，PoPI曲

線と Nopq曲線はともに負の傾きをもっ。さらに，

(A. 16め)式は，

( d伊~)N-(~~ 一Vl川 Tp 州 V円VNP)即刷v叩叫P司)z布万)N一耐)p==-一 V恥N押P V，恥P押~. ...， <0 O 
一(A.18) 

となる。このことは N。μ 曲線が PoPI曲線よ
りも急な負の傾きをもつことを示している。この

ときには，F;q 2-1の NOP1曲線と PoPI曲線の位

置が逆になり，N>lV帯では，Poμ 曲線は NOPI
曲線の上方に位置し，N<N暑では，Poμ 曲線は
曲線の下にある。したがって， (2， 19)式の関係は
成立しなくなる。
しかし，人口の増大にともなって公共財の需要
が減少する状態はほとんどない。また，人口の増

加とともに地代は上昇するから N の増加とと
もに政府の収入は増大し，供給可能な公共財の量
は増大すると考えられる。 したがって Noμ 曲
線が右下がりであるということも，不合理なこと
である。以上のことから，本稿では，VNP<Oで
あるという仮定は，不適切な仮定であると考え，以
後，Noμ曲線 Poμ曲線は右上りである (V，即 >0
という仮定のもとで議論をすすめる。
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を調整するとしづ都市政府の政策は， Fig 2-1 

の Popt 曲線上の点にそって公共財の供給をお

こなうことを意味する。この P。μ 曲線上の点

に対応する効用水準をとりそれをプロットした

のが，Fig 2-2.の V(N)曲線であるO この曲線

は，N*のもとで極大値をとる。

以上の分析から，最適な人口においては，差

額地代と公共財への支出は一致することが明ら

かにされた。このような政府の差額地代収入

は，政府が地主に課税をおこない，差額地代を

税として徴収することと同じであると考えられ

る。(ただし，その場合に課税の超過負担がな

いことが前提である。) したがって以上の議論

から，地域的公共財の費用は地代に対する課税

によってまかなわれるべきであるとし、う主張が

なりたつ。現実にこのような差額地代への課税

に対応するものは，土地への固定資産税である。

最後に述べておかねばならないことは，以上

で議論した都市の最適規模はあくまでも一都市

の労働者の効用極大化の観点、からとらえられた

ものであり，社会全体の労働者の効用極大化・

資源配分の効率性という観点からとらえられた

ものではない。また現実に，労働者の都市閣の

自由な移動が行なわれるケースでは都市の規模

は，その最適規模と等しくなるとしづ保証はな

いし，それが社会的にみて効率的な資源配分で

あるかどうかも明らかではなし、。したがって，

社会的に効率的な人口配分はどのような状態

か，その状態をもたらすためにはどのような政

策が必要か，またその状態のもとでは，地代に

対する課税によって地域的公共財への支出をま

かなう政策は有効かどうかが問題となる。この

問題は第五節でとりあげられる。

第三節非常に局地的 (extremelylocal)な

公共財と HenryGeorge Theorem 

前節までの分析において本稿で取り扱われて

きた公共財は，その便益が都市全域に及ぶとい

う性格をもっていた。しかし，公共サーピスに

はその便益が都市の一部にしか及ばないものも

多い。例えば，街燈，除雪作業，公園などはそ

のよい例である。本節においては，狭い範囲に

しか便益が及ばない公共財について HGTが

あてはまるかどうかを検討する。

本節では，中心から距離 U の地点で供給さ

れる公共財の便益は，中心からの距離が u の

地域のみに及ぶとする。したがって，公共財の

供給量 Pは U の関数として示され，P(u) と

してあらわされる。資源制約式は，

F(凡瓦 L)=f:;(Z(u)+f(u))N(u)du

+ J::P(u)du+ J:'R(U)ゆ(仰+PkK
一(3，1) 

としてあらわされる。労働者の効用関数は，

V(u) = V(x(u)， P(u)，l(u)) ー(3，2) 

となる。 (3，1) 式と (3，2) 式を第二節の

(2， 13， 1)項と (2，13， 5)項とにいれかえ

て，第二節と同様の方法を用いて (2，13) 式

をとくと，

FN-(たl(u)+x(u)十f(u))=0 
Vp 

N(u)冗 =1

P(u1)ー{R(u1)一九)仰1)=0

市場においては， (2， 10)式より，... 

一(3，4) 

一(3，5) 

一(3，6) 

VdVx=R(u)であるから， J tLM子五
Eyー(R(u)l(u)+ x(u)十f(u))=0， 1士、¥二';;.'づ

上式に前節と同様の計算をおこなうと， ー苛

J::P似)=f:l(R(u)-Rム)仰)du

一(3，7) 
となる。 (3，5)式は， Samuelsonの公共財の

最適供給の条件を示す。 (3，7) 式は都市のす

べての非常に局地的な公共財への支出は，差額

地代収入によってまかなわれることを示して

いる。すなわち HGTは，狭い範囲にしか便益

が及ばない公共財についても成立するのであ

る10)。

10)この節のモデルは Kanemoto(7)のモデルをも
とにしている Kanemotoのモデルとこのモデ
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一(4，2) 第四節差額地代の分配と都市の最適規模

本稿では前節まで政府が農業地域に住む地主

から土地を借り労働者と企業に貸し付け差額地

代を政府の収入として徴収し，公共財の供給の

ための資金とするいう前提のもとで議論がすす

められてきた。しかし，差額地代のすべてを徴

収するとしづ方法は，地主にとり重い負担をも

たらし，また現実的な政策ともL、し、難し、。本節

では，政府が差額地代の一部を公共財へ支出

し，残りの地代収入を地主に返還した場合に前

節までの結論がどのように修正されるかを検討

する。とりわけ，前節で議論された都市の最適

規模にどのような影響を与えるかを中心に議論

する。

本節では，第二節のモデ、ルを次のように修正

する。政府は，地主に農地の地代 Raの他に一

定額の地代収入を支払うと仮定する。この額は

地主全体に対して S として示される。このこ

とは，政府が地主の地代収入の一定割合を税と

して徴収することと同じである。この新たな仮

定により，第二節の (2，13， 5)項の資源制約

式は，

中(瓦 L，N)-j:;(Z(u)+か)N(u)伽 -p

-S一j:71Rι仰刷~rþ瓜ゆ州仰(伊u叫ω)

と書き直すことがでで、きる。また政府の予算制約

式は，

P=j7(R(u)-RA(u)du-S+Nτ 

一(4，1) 

となる。

(2， 13， 5')式を第二節の (2，13， 5) 項と

いれかえて，第二節でおこなった計算と同様の

計算をおこなうと次の式をうる。
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FN-j~ll(u) +x(U) + f(u)1 =0 一(4，3) 
¥ v X 

(4， 2)式と (4，3)式は， (2， 15)式と (2，

16)式とまったくかわらなし、。しかし，第二節

と同様に， (4， 3) 式に N(u) をかけ，uo か

らu1にかけて積分し，資源制約式 (2，13， 5') 

と (2，2)式を用いて整理すると，

p= J工J:1戸戸1可¥R但R(仰刷(似例u叫)一Rι'a)ゆ併仰(似u叫仰)
が成立する。この (4，4) 式は (2，20) 式と

くらべて S の額だけ右辺が減少している。こ

のことは，一定の公共財の供給を維持するため

には，差額地代の収入が増加しなければならな

いことを示している。第二節でも述べたよう

に，この収入を増加させるためには人口を増加

させなければならなし、。したがって都市の最適

規模は一定の公共財の供給量のもとでは増大す

る。 Nopt曲線は，(4， 4) 式が成り立つ N と

Pの組み合わせを示す曲線であるから，このこ

とは Nopt 曲線の右へのシフトによって示さ

れる。また Sが正でありは，公共財が正常財で

あると仮定すれば，労働者の所得の減少をつう

じて公共財に対する需要を減少させる。このた

め Fig.2-1の PoPt曲線は下方ヘシフトする。

以上のことは， Fig.4-1に示される。最適な Nネ

とp*がどのように変化するかはこのこつの曲

線の相対的なシフトの大きさに依存する。我々

はこのシフトについて次のように考えることが

できる。 Nopt 曲線について言えば一定の Nの

もとにおいて Sが増加するならば (4，4) 式

を満すためには S と同じ額だけ公共財への支

出の減少が必要となる。さらにこの公共財の供

給量の減少に伴って地代も下落するため，Sの

増大を補うためには S よりも大きな額の公共

財の供給量の減少が必要となる。これは ~ψ

曲線の下方シフトの幅を示す。

他方，Sの増加は社会の利用可能な資源の減

少をもたらし，公共財が正常財であると仮定す

るならば，公共財への需要を減少させる院しか
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P 

N 

V 

N* N材 N 
Fig.4-1 

し，この S の増加は，公共財への需要の減少

のみによって補われるのではなく他の私的財の

需要の減少をももたらす。したがって S の増

加による都市地域の資源の減少は S よりも小

さい額の公共財に対する需要量の減少をもたら

す。これが POP1 曲線の下方シフトの幅を示

す。以上のことから一定の Nのもとにおいて，

NOP1 曲線の下方シフトの幅は，POP1曲線の下

方シフトの幅よりも大きく ，N.ψt曲線の傾き
が POP1 曲線の傾きよりも大きいことから Nネ

は増大すると考えられる 11)。

Sの変化は以上のような影響のほかに分配に

も影響を及ぼす。 Sの増大は地主の収入を高め

ることによりその効用を高める。労働者の効用

11)これを数式で示す。 (4，2)式と (4，4)式を Sで
偏微分すると，

ぷf;(兵)N(仙沼+会(j;(完)x
、 _..o(Vp¥
I d JV r ulu l τ~I 

N(u)du ~すで=-1 ¥Vx'i¥てu)duー (B.1) 
ノ山 .， uo---as-

は， Sの増大による所得減と公共財の供給量の

減少によって低下する。このように S の額の

変化は，地主と労働者の聞の所得の再分配をも

たらすのである。

以上のような分配の問題は，労働者間，地域

間でもおこりうる。その一例は，財政が豊かな

都市から貧しい都市への移転支出である。この

場合には，以上の分析から明らかなように裕福

な都市の労働者の効用は低下し，その都市の最

適規模は拡大する傾向にある。これに対して貧

しい都市の労働者の効用は上昇し都市の最適規

模は小さくなる傾向にある。このような分配政

策は中央政府によっておこなわれる。この問題

は次節でとりあげられる。

また Sの変化は， p*の水準も変化させる。

I ~ {' u1dR(u) "..，，) dP dN ( iU1dR(u) ;いト1ト一寸J0 --ai;'併仰仰(ω切u)d
) N(uω) "".1 ~ . {'U町1dR(u例

--d'U' tt(u)du ( = -1+ J 0 ---a'5" tt(u)du 
一(B.2)

極大化の二階の条件より

るぶ(リj工広::コ;X(F完均~)トN(均刷vていω(似ωu的仰)
J {'U町1dR(u)d λN円司(uL" 1 -iJ 。扇面)エ説明u)duj<O ー (B.4)

また一般に，人口の増加とともに公共財に対す
る需要は増大することから

会(f:;(JZ)均 )dU}>0 一(B.5) 

また (4，4)式は，公共財への支出と政府の地代
収入を一致させる N の値である。したがって，
一定の N のもとで公共財の供給の (B.1)式と
(B.2)式を行列式におきかえると，

会{J::(た)λ(u)du}品川:(完)A(u)du)
I x 

('U1dR(u)" ，. r"1dR(u) dN(u) 
一J0 -1;;"仰)du-Jo aNe可 dN仰)du
dP i (dPI r _..a(~P) 
dS 1 r ，，1厄 11-{""' '.V!/N(u)du 
I=IHII 1=1 .J町四
dNI l JldNI I 1 、 つ一II ~. {' u1dR(u) 
dSJ I dS J l-1+ J 0 ---as一件(t似 u

一(B.6)

Pの増大は，公共財への支出が政府の地代収入を
上回ることを示すから，

(' "1dR(u) 
-j077仰 )du>O ー (B.7) 

公共財と土地が正常財であると仮定するならば
Sの増加は，個人の所得の減少をもたらすので，
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しかし，この変化の方向はあきらかではない。

以上の分析は，政府が差額地代に対する課税

!，U，i'J VP¥ 
-I .ペrN(u)du >0 

.J Uo~ 

i UloR(u) 
-1リo._.a'5.' rt(u)du<-l 
クラメーノレの公式より
oN 
oS-

-(B. 8) 

一(B.9) 

会 (Vp¥

みu::(完)N(U)duJ-j::長JN(u)du
「町oR(u)u..u ， • iU1oR(u) -J o._-o"，?"'rt(u)du -1+ J o.--as'rt(t似 u

IH] 

-(B. 10) 

IHIはヘッセの行列式であるから二階の条件よ
り，IH]>Oとなる。 (B.ηと(B.9)式より，
l I+jZ418R(14) 
-.l--rJ o-asーが(u)du
h jU18R似2rt(u)duI -JoaP仰 )duI 

となる。
P とS の変化が公共財と私的財の限界代替率
に与える影響については次のように考えることが
できる。 Pの変化は，公共財の供給量の変化と租
税の増加にともなう所得の減少というこつの効果
をつうじて限界代替率を変化させる。これに対し
て S の変化は，租税の増加に伴う所得の減少と
いう効果をつうじてしか限界代替率を変化させな
い。 SとP の単位は私的財によってはかられと
もに同じであるから

I O(f;) I > I到
oP I I oS 

であり，

Aj;信仰)du}<J::'令(u)du<O
一(B.11) 

である。したがって，(B. 7)， (B. 9)， (B. 11)よ

り
oN 
oS一

(机(完)A-(U)du}{ -1 + J :1~警)仰)du}
IH] 

-{1-J:津川(-j;;学内)dU}
]HI 

>0ー(B.12) 
となる。以上のことから S の増加は，最適な人
口N*を増大させることがわかる。

の税率を変化させた場合の分析と考えることが

できる。政府は，地代に対する税率をかえるこ

とにより，分配に影響を与え，都市の最適規模

を変化させることができるのである。

第五節 Fiscal Externalliyと Henry

George Theorem 

本稿では，前節までにおいて，一つの都市の

みに焦点をあて，都市の最適規模と HGTの

定理の関連について述べてきた。ところで現実

においては個人の地域聞の移動には何らの制約

も課されていなし、。都市と農業地域の聞に所得

格差などの経済的な格差が存在する場合には，

都市の規模が最適な規模にきまるとは限らな

い。もし人口移動に対して何らかの政府の規制

がおこなわれないならば個々の都市の規模は，

過大になったり過少になる。都市の規模が最適

規模よりも小さい場合には第二節の分析から明

らかなように政府の地代収入は，公共財の支出

をまかなうことができない。

また都市の最適規模の議論は，一都市の観点

から問題をとらえたものであった。しかし，都

市間或いは地域聞の人口移動を考慮にいれる場

合には，社会全体の効率的人口配分の観点から

問題をとらえる必要がある。たとえばある都市

の人口が最適規模よりも過大(過少)であろう

とも，社会全体の人口配分からみればそれは効

率的な人口配分と一致しているケースも存在す

る。この点については， Henderson (5)において

すでに議論されている。ここでは， Henderson 

の議論をもとにして前節までの議論を再検討す

る。

そのさいに，次の二点に留意しながら議論は

進められる。第一に，個人の自由な地域間移動

を認める場合には，効率的な人口配分が個人の

効用極大化行動により達成される可能性はきわ

めて少なし、。これは， Buchanan=Goetz (2)， 

F=H=M らによって議論された FiscalEx-

ternalityがはたらくためである。 Hendenson

(5)もこの点について議論をおこなってい
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る。

第二に，前節までの議論においては，農業地

域は明示的に考慮されなかった。また，農業地

域において公共財が供給されているか否かも明

確ではなし、。本節ではモデルに地域的公共財の

供給がおこなわれている農業地域をくみこみ議

論を展開する。

以下では議論は二段階に分けて展開される。

(A) では，社会的に効率的な人口配分の条件

がまず述べられる。次に個人の効用極大化行動

はこの効率的人口配分を必ずしももたらさない

ことを述べ，最後に政府による是正手段が必要

であることを述べる。

(B) では，効率的な人口配分において政府

の地代収入による地域的公共財の資金調達が可

能かどうが検討される。

(A) 

以上の点を考慮にいれて第二節のモデノレを以

下のように修正する。第一に，本節では単純化

のために資本家と資本の存在は無視し，地主と

労働者の関係にのみ焦点をあてる。

第二に農業地域があらたにモデルに組み入れ

られる。農業地域には地主と労働者が住む。こ

こでは地方政府は，再び土地の独占的需要者で

あり，地主の居住地を含むすべての土地を一定

の額の地代を支払って借りる。この土地面積当

たりの支払い額は，都市政府の支払い額と等し

いと仮定する。政府は，その土地を労働者と地

主に市場価格で貸し付ける。

農業地域では財の生産がおこなわれ Z財

を都市地域へ移出し，X財を都市地域から移
入する。生産は，地主が労働者を使用して行な

う。代表的地主が雇用する労働者数をが，土

地面積を 1"で示すと，Z財の生産関数は，

g=g(nR，IA) 一(5，1) 

として示される。生産関数を一次同次と仮定

し，地主の人数を lV，農業地域の労働者の総

数を NRとすると総生産量 G は，

G=NAg(nR， lA)=g(NR， NA1A) 一(5，2) 

となる。地主と労働者の居住のための敷地面積

を lKと lhであらわすと農業地域の面積は，

LR=NA1A+NA1K+NRlh ー (5，3) 

である。

次に農業地域においても純粋公共財 PAの供

給が行なわれていると仮定する。この純粋公共

財の便益は労働者ばかりでなく地主にも及ぶと

仮定する。

また政府の地主に対する地代の支払い額を個

々の地主の効用 VAがある水準 VA を満たす

ように決定すると仮定するO

農業地域の労働者と地主の効用関数は，それ

ぞれ，

VR= VR(X九 ZR，lK， PA) 

VA= VA(XA， ZA， lK， PA) 
一(5，4) 

(Ra(p+ J>(がかNA(X4+PZZA))
また都市の労働者の効用関数は，Z財があら

たに効用関数に加わったために

V(u) = V(X(U)， z(u)，l(u)， P) 

と書きあらわすことができる。

一(5，5) 

都市と農業地域を合わせた労働者の総人口と

地主の人口は一定であると仮定する。また農業

地域においては，住宅と農地の距離はほとんど

なく，通勤コストはゼロであると仮定する。

以上の前提のもとで，地主の効用を一定とし

て労働者の効用を極大化するラグランジュ式を

つくり，効率的な資源配分の条件を求める。ラ

グランジュ式は以下のようになる。

L=Z-f〉(叫{Z-内 (u)，z(u)，l(u)， P) }du 

-r1{Z-VR (XR， ZR， lh， PA)} 

ー μ{-VA-VA(XA， ZA， lK， P4)} 

-AE(N-j;川伸)

-J::A3(u){仰 )-1(u)N(叫伽

一ん{J:Oq5(u)尚一Ll
-r4{LR一円一炉lKーNRlh
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ーんい-N-(NR十炉)}

-咋-J~'仰)ー LR}
一→』仰(爪 L勾)ト一j工ι:;;(z刈伽桝(似例u叫)+ザf六μ例刷(切例附u叫州)日)N(均州(似例u叫)
一NR勾'xR一p_P4_NAXA} 

-rs{g(NA1A， NR)_ J::z(u)N(u)du 

-NRZR_NAZA} ー(5，6) 

(5， 6)式を x(u)，XA， XR， z(u)， ZA ZR， l(u)， 

N(u) ， 1[(， lh， L， P， pR， N， NR， UO， U"で偏微

分し，極大化のための一階の条件を求め整理す

ると次の式をうる。

( ， ¥ • 1"1 ¥ V 7， I ¥ Vl71 ¥) 
FNーtx(u)+ル)+す(u)十九l(刈
V空/_ V~ _ V干¥
=vp-{ZR+vZZR+vilhj 

j:;ZN(u)du=l 

V~___ V:! 
Tt~NR+ ~T:NA=l Vf' 'Vf 

(FN一空 V，=空 σ o，ι)-oN' • 
j-
(Ji' 

15N~ ONR) 

一(5，7) 

一(5，8) 

一(5，9) 

(5， 8)式と (5，9)式は， Samuelsonの公

共財の最適供給の条件で、ある。 (5，7) 式は，

効率的な人口配分の条件を示す式である。労働

者が都市から農業地域へ移動すると仮定する。

(5， 7) 式の左辺は， この労働者の移動によっ

て生じた都市の生産物の増大と消費の増大の差

を示す。これは，労働者の社会的限界便益であ

る。これに対して右辺は，農業地域における生

産物の減少と消費の減少を示している。これは

労働者の社会的限界費用である。この両辺が等

しくなるまで人口移動がおこなわれるならば，

社会的に効率的な人口配分がおこなわれること

になる。

また (5，6)式は次のように解釈もできる。

農業地域における労働者の賃金を ωR 地代を

Rとすると，競争市場においては FN=ω，

(VR 長)gN=ωR 九作V~作Pz， Vd九=
'X 

R(u)， VffVi=Rであるから，これらを (5，6) 

式へ代入して書き直すと，

ωー (x(u)+ f(u)十Pzz(u)十R(u)l(u))
=ωRー(XR+PZZR十Rlh) ー(5，10) 

となる。 (5，10)式は，効率的な人口配分にお

いては，労働者の賃金と支出の差が両地域にお

いて等しいことを示す。より具体的に言えば，

労働者が政府に対して支払う租税或いは政府が

労働者一人当りに対して支払う補助金が等しい

ことを示す。

ところで問題は，労働者の自由な地域聞の移

動を認めた場合に， (5， 7) 式を満すような人

口配分が実現されるか否かである。この可能性

は極めて少なし、。労働者は効用極大化行動をと

り，この前提のもとでは，労働者の地域聞の移

動が社会的限界便益と社会的限界費用を一致さ

せるようにしむけるメカニズムは存在しない。

したがって， (5， 6)式が満されるのは，偶然の

ケースのみである。この問題は， Buchanan = 

Goetz (2) などの人々によって Fiscal

Externalityと呼ばれた。

Fiscal Externaltyによって生じた非効率的な

人口配分を改善する方法として F=H=Mは，

中央政府が地域聞の税収の移転をおこなうこと

によって，個人の地域聞の自由な移動を認めた

としても効率的な資源配分は達成できると主張

した。この主張は次のように考えることができ

る。都市から農業地域への移転支出の額を一都

市当り S とおく。また，都市と農村の労働者

一人当りの定額税あるいは補助金の額をそれぞ

れτ，τRとおき，地方政府の地主への地代の支
払い額をと ιとおくと，

τ=走剥(伊トPト一f仁r:71(但R(均刷(似ωu叫)ト一4ι)沖ゆ仰(伊ωu叫例)
一(但5，11) 

τz=742(PRー(R一九)LR+5} ー(5，凶

(壬 ~o)5_-0， 'r~_0 >V' く

となる。中央政府は， 5の額を変化させ，自由

な人口移動のもとで'r=τZが成立するように
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調整をおこなえば，効率的な人口配分が達成さ

れる。この移転がおこなわれると，第四節で明

らかにしたように，移転収入がある地域では効

用曲線は上ヘシフトし最適規模はより小さくな

る。これに対して移転支出をおこなう地域では

効用曲線は下へ、ンフトするが，最適規模はより ア(N)
VH(NH) 

大きくなる。しかし，この移転支出に伴って生

じた人口移動により両地域の効用水準は高めら

れ社会的にみて効率的な人口配分が達成され

る。この点については次の (Bj でより詳しく

分析される。

以上が F=H=M(4jの述べた結論で、ある。

以上の分析から明らかなように個人の自由な地

域間移動を認めた場合には HGTは偶然のケー

スを除いて成立せず¥効率的な資源配分は政府

の介入なしには達成されないとし、う結論がえら

れた。

しかし，我々は問題を次のように拡大して考

えることができる。それは地代からの収入によ

り公共財の支出をまかなうことが可能かどうか

としづ問題である。本稿では，次に二つのタイ

プの地域が存在するさまざまなケースをとりあ

げ，公共財への支出と地代からの収入との関係

を検討する。

個人の自由な地域聞の移動を認めた場合に公 I V
R 
(NR) 

共財への支出が政府の地代収入によってまかな

うことが可能であるかとL、う問題を検討するに

あたって，まず (Aj で展開した都市と農業地

域のモデルをもとにして，人口移動の結果，労

働者の効用が均等になるケースを分類してとり

出すことが必要である。この分類を行なうにあ

たって本稿では Fig.5-1の図を用いる。 Fig'

5-1は，横軸には全人口をとり左側の軸からは

都市地域の人口をとり，右側の軸からは農業地

域の人口をとる。

以上の前提のもとで都市と農業地域の人口と

労働者の効用の関係を示す図を描く。 V(N)曲

線は都市の人口と効用の関係を示した曲線で、あ

り，VR(NR)曲線は同様の関係を農業地域につ

(BJ 

いて示したものである。この二つの曲線は単一

ピークであると仮定する。この図を用いて労働

者の効用が均等になる基本的なケースを示した

El 

VR(NR) 

o Nー今
(a) 

~NRN 

vt 
Vl 

J 一号モ E2':
，ー'ー、， 

V(N) 
VR (NR) 

。Nー+ N
 b
 

~NR N 

V(N) 
VR(NR) 

Nー+ N (c) ←-NR 
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N~ N ~NR 
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Fig. 5-1 

のが Fig.5-1の (a)ー(e)である問。

これらの基本的ケースを簡単に説明すると，

(a) は二つの地域が最適規模で労働者の効用が

一致するケースである。 (b)は， 両地域が最適

規模よりも大きい人口で労働者の効用が一致す

るケースである。 (c)は， (b)とは逆に両地域が

最適規模以下で、二つの曲線が交わる。 (d)と(e)

は，一方の地域(ここでは，都市地域)が最適

規模より大きく他の地域が最適規模より小さい

状態、で労働者の効用が等しくなるケースであ

る。この二つのケースの違いは，V(N)曲線と

VR(NR)曲線との交わり方の違いである。

(a)， (b)， (d)，のケースにおいて均衡 El>Ez， 

E4は安定均衡であり， (c)， (e)のケースの均衡

E3' E5は不安定な均衡である。後者の不安定

なケースにおいては，どちらか一方の地域に人

口が集中する。本稿で扱うケースはこの二つの

地域が共存するケースであるのでこれらの不安

定なケースはとりあげないことにする。

残された三つのケースのうち (a)のケースは

両地域がともに最適規模であるので日GTが成

立し，効率的な人口配分の条件も満たされる。

(b)， (d) のケースにおいては，効率的な人口

配分の条件 (5，6)式が満たされる保証はな

い。 (b) のケースでは，両地域の人口はともに

最適規模を上回っているので，第二節の結論か

ら地代からの収入は公共財への支出を上回り，

地方政府の財政には余剰が生じこの余剰の部分

12)このようなケースについての分析は， Stiglitz 
(10Jが詳しい。

は各労働者に等しく再分配される。これに対し

て (d)のケースにおいては都市地域は最適規模

を上回っているのに対し，農業地域は最適規模

以下である。最適規模以下の地域においては，

地代からの収入は公共財の支出を下回り，その

地域の住民への定額税の賦課により収入の不足

はまかなわれなければならない。

ところで， (5， 7)式の条件を τ，τZで示す

と，

=τZ (!" !'z'至。)
である。このことは，効率的な人口配分のもと

では両地域はともに最適規模以上であるか，あ

るいは最適規模以下であることを示している。

したがって， (b) のケースでは移転支出を一

方の地域から他の地域へおこない，効率的な人

口配分を成立させると，その状態においては両

地域とも最適規模以上の人口になる。 (Fig.5-1 

の (b)の点線で示された部分)しかし， (d) の

状態では，一方の地域が最適規模以上であり，

他の地域が最適規模以下であるかぎり効率的な

人口配分はもたらされない問。 (Fig.5-1の (d)

の点線で示された部分)この状態においては，

最適規模以上の地域から最適規模以下の地域へ

13)このことを数式で示す。(注8)で示した方法と同
様の方法を用いて，農業地域の労働者の効用関数

は

VR=VR(PA， J¥R) 

であらわされる。 NRの増減は，都市地域と農業
地域の効用の相対的な大きさに依存する。本稿で
は不安定均衡のケースを除いているので，効用の
格差は人口の移動によってなくなる。農業地域へ
の移転支出 Sをおこなうと N が一定の場合で
t土，

OVR I ， _ aVl 
百 INR=一定>O，as-INニ一定<0
であるので，移転支出は，農業地域の人口を増加
させる。 (oNlIjoS<O)
aVR __oOpA __oaJ¥R(TrO OV ¥ 
可否=V~a玄十 VÑ可否\V~=äpß>O)

一(C.1) 

(C. 1)式は，移転支出の効果が，公共財の供給
の増加と人口の増加をつうじて効用関数に影響を
与えることを示している。
ここで(注8)の分析より
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移転支出がおこなわれるならば，両地域におけ

る労働者の効用は必ず高められる。この移転支

出が大きくなるにつれて V(N)曲線と VR(NR)

曲線の形状がかわり，二つの曲線の交わり方が

(a)のケースあるいは (b)のケースになるなら

ば効率的な人口配分が達成される可能性があ

る。しかし，先にものべたように，移転支出が与

えられた地域で、はその最適規模は小さくなり，

移転支出を行なった地域ではその最適規模は大

きくなる。もし，後者の最適規模の拡大の程度

が前者の最適規模の縮小の程度に比して大きい

ならば，図 (f)のようなケースが生じる可能性

がある。図 (f)においては，両地域とも最適規

模以下であり，地代収入は公共財の支出をまか

なうことはできなし、。しかもこのケースでは，

V(N) 
VR (NR) 

E6 / 

E'~\! 
N~ N 

VR(NR) 

V(N) 

N-+ (g) 

Fig. 5-1 (続〉

¥VR¥ (NR) ¥V(N) 

~ 
ぼ)

~NH 

V(N) 
IVH(NR) 

N ~NR 

N予言NR V~ミ〔複号同JI原〉
したがって，NR恭>Nのとき，(C， 1) 式は正と
なる。以上の分析から， F!g 5-2の(d)のケース
のように二つの曲線が交わるケースでは Sが増
加するかぎり農業地域の効用は増大する。

移転支出がおこなわれると両地域とも最適規模

以下で効率的な人口配分が満たされることにな

る。 ((f)の Es) この均衡は不安定な均衡であ

り，人口の移動はこの点でとまることなく， (1) 

どちらか一方の地域へ人口が集中してしまう。

(E7の点)(2) Esのような最適規模以下の地域

と最適規模以上の地域が共存することになる。

この二点とも効率的な人口配分の条件を満たす

ことはなし、。本稿では，先に述べた前提により

(1)のケースは考慮しない。 (2)のケースの場合

には，効率的な人口配分は移転支出によって達

成できなし、。しかし，移転支出を最適規模以上

の地域から最適規模以下の地域へおこなうこと

により労働者の効用を高めることができる。そ

れは， Fig.5-1の (g)によって示される状態ま

で続く。そこでは，移転支出をおこなうことは

有効である。しかし， (g) の状態では農業地域

は公共財への支出はすべて地代収入によってま

かなうことはできず，収入の不足は定額税によ

ってまかなわれる 1430

以上の考察から政府の地代収入によって，公

共財の費用をまかなうことは， (f) のケースを

除いて可能である。このことから多くのケース

において，政府の地代収入による公共財の資金

調達が可能であることが示された。

この節を終えるにあたって，この節の分析の

問題点あるいは留意しなければならない点につ

いて述べておく。

まず第ーに，この節の分析では，V(N)曲線

と VR(NR)曲線は， 単一ピークであると仮定

された。この仮定はかなり厳しい仮定であり，

複数ピークの曲線が存在する可能性は高し、。そ

の場合に，政府の移転支出によって得られる人

口配分は局所的な最適解となる可能性がある。

第二に，V(N) 曲線と V町NR) 曲線の形状

14)この (g)において注意しておかなければならない
ことは，Egの点が完全に安定的な均衡ではない
ことである。ぬの左側では，人口は E.から発
散する傾向をもち，右側では収れんする傾向をも
っている。したがって広の点は，安定な均衡と
いうことはできない。
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は政府が地主に支払う地代額によって左右され

る。もし，地主に低額の地代しか支払われない

場合には，都市の最適規模は小さくなり，公共

財の資金調達は地代からの収入によって十分に

おこなわれる。逆に，地主に高額の地代が支払

われるならば，都市の最適規模は大きくなり，

(c) のケースが生じる可能性もでてくる。この

ように，公共財の資金調達が地代収入でおこな

われるか否かは政府の政策に依存している。

第三に，以上の分析においては，政府が具体

的にどのような税を地代に対して課せばよいの

かは明確ではなし、。単に地代に一定の税率 tを

課す方法は，税の超過負担を生み出し資源配分

を歪める可能性がある。

第四に，本稿では，都市と農業地域をそれぞ

れ一つの地域とみなして分析をおこなってき

た。これは分析を主として都市と農業地域の人

口移動におくためである。しかし，実際には複

数の都市と農村地域を考えることが現実的であ

る。もし，複数の地域を考えるならば都市間あ

るいは農業地域聞の人口移動が考麗されなけれ

ばならなし、。このケースにおいては，都市と農

村の数は変化することが考えられる。もし，都市

と都市あるいは農業地域同士が，最適規模以下

であるならば，このケースは， Fig. 5-1の (c)

のケースと等しくなり，均衡は不安定となりど

ちらかの都市(あるいは農業地域)は消滅す

る。したがって，すべての地域は，最適規模以

上となる。しかし，このような調整が短期にお

こるものとは考えにくし、。

最後に本稿では，モデ、ルの中に規模の経済性

や混雑現象をとりいれず議論を展開した。しか

し，このことは議論の本質をかえるものではな

く，この節の結論は，これらの要素をとりいれ

ても依然として有効である。(その一例として

は， Hochman (6)， Arnott=Stiglitz (2) をみ

よ。)

結び

本稿においては，都市の最適規模において地

域的公共財への支出と差額地代が等しくなると

いう HenryGeorge Theoremの紹介と展開，

さらに都市と農業地域の間で自由な人口移動が

あるケースにおいて地域的公共財の資金調達の

手段として地代に対する課税が有効な方法であ

るかどうかが検討された。本稿で得られた結論

は次のとおりである。

(1)非常に局地的な公共財についても都市の

最適規模において HGTは成立する。

(2)政府の地代収入の分配をかえることによ

り都市の最適規模と公共財の最適な供給量は変

化する。

(3)労働者の自由な都市間の移動がある場合

には，都市の規模はその最適規模になるとは限

らず HGTも必ずしも成立するとはいえない。

しかし，政府の地代収入による地域的公共財の

資金調達を行なうことは多くのケースにおいて

可能である。

最後に，本稿において残された問題をいくつ

か述べておく。

第ーに，本稿で議論された地代への課税と現

実の土地への固定資産税との関連である。土地

への固定資産税は，地代への課税に最も近い税

である。したがって，本稿の結論から導き出さ

れる現実的な政策提言は，土地への固定資産税

の強化により地域的公共財への支出をまかなう

ことである。しかし，この二つの税の聞にはい

くつかの相違点がある。①土地への固定資産税

は地価に対する課税である。これに対して，本

稿で取り上げた課税ベースは，(R(u)一九)であ

り，たとえ地価が現在から将来にわたる地代の

割引き現在価値できまるとしても，二つの課税

が同一であるとは限らなL、。②地価の決定にさ

いしてはキャピタル・ゲインなどの不確実性の

要素が考慮されるため，地価は地代の割引き現

在価値であるとはいえなし、。以上の点から固定

資産税と差額地代への課税はまったく同じもの

であるとはいえない。

第二に，本稿で述べた政策を現実に適用す

るには，いくつかの間題がある。その一つは
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Henderson が指摘する中央政府の情報コスト

と取引コストの問題がある。 FiscalExternality 

が存在するケースにおいては，中央政府が地域

聞の税収入の再分配に介入する必要がある。し

かし，中央政府が最適な税収入の分配をおこな

うことは，高い情報コストから考えて不可能で

ある。

第三に，本稿で扱ったモデルは，静学のモデ

ルであり，都市の経済成長などの要因を考慮に

いれていなし、。地域聞の人口移動や現実の過

疎・過密の問題を考えるにあたっては，都市の

経済成長を考慮にいれた動学モデルで議論を展

開する必要がある。

参文考献

( 1 J Arnott， R. J.，“Optimal City Size in Spatial 
Economy"， ]. Urban， E.， 1979， 6， pp. 65-89. 

C 2 J ， and J. E. Stiglitz，“Aggregate 
Land Rents， Expenditures on Public Goods， 
and Optimal City Size"， Quart ]. E.， Nov. 
1979， 93， pp. 471-500. 

( 3 J Buchanan， J. M.， and C目 Goetz，“Efficiency
Limits of Fiscal Mobility"， ]. Pub. Econ.， 

Spring， 1972， 1， pp. 24-45. 
(4 J Flatters， F.， V. Henderson， and P. Mieszko-
wski.“Public Goods， Efficiency and Regional 
Fiscal Equilization"， ]. Pub. Econ.， May， 
1974， 2， pp. 99-112. 

C 5 J Hend巴rson，J. V.， Economic Theories and 
Cities， New York: Academic Press， 1977. 

( 6 J Hochman， 0.，“Land Rents， Optimal Taxation 
and Local Fiscal Independence in an Econo-

my with Local Public Goodsぺ].Pub. Econ.， 
1981， 15， pp. 59-85. 

(7 J Kanemoto， Y.， Theories Urban Externali目
ties， North-Holland， 1980， Chapter 3. 

C 8 J Miyao， T.， Dynamic Analysis 01 the Urban 
Economy， Academic Press， 1981. 

( 9 J Oates， W. E.， Fiscal Federalism， New Y ork; 
Harcourt， 1972. 

(lOJ Stiglitz， J. E.，“The Theory of Local Public 
Goods"， in M. S. Feldstein and R. P. Inman 

eds.， Economics 01 Public Services， London; 
Macmillan， 1977. 

(11] Wheaton， C.，“Monocentric Models of Urban 
Land Use: Contribution and Criticismsぺin
P. Mieszkowski and M. Straszheim eds.， 
Current Issues in Urban Economics， Johns 

Hopkins， 1979. 




